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概 要 

平成２９年度都留市一般会計、国民健康保険事業外１０特別会計及び２企業会計の予算

の概要は次のとおりです。 

平成29年度は、「第６次長期総合計画」に掲げた基本構想に掲げる将来像、「ひと集い 学

びあふれる 生涯きらめきのまち つる」の実現を目指し、次の基本計画の６つの分野で

ある、 

Ⅰ 「創ります！しごととくらしの充実したまち」（産業・基盤） 

Ⅱ 「育みます！優しさと元気のまち」（福祉・子育て・健康） 

Ⅲ 「輝かせます！学びあふれるつるのまち」（教育） 

Ⅳ 「繋ぎます！人と自然がいつまでも輝くまち」（生活・環境） 

Ⅴ 「紡ぎます！人と人のつながりのまち」（安全・安心、コミュニティ） 

Ⅵ 「実行します！新しいステージへ」（行財政） 

に基づいた施策と「都留市総合戦略」の施策をリンクさせた「リーディング・プロジェク

ト」に基づいた事業を重点的に盛り込みながら予算を編成いたしました。

一 般 会 計 

予算規模は、134億1千600万円、前年度比0.4％増の予算となっています。 

歳入 

市税は、たばこ税や入湯税の減少があるものの、景気回復の傾向による個人市民税や

法人市民税、固定資産税、軽自動車税の増加を見込み、対前年度比 2.6%増となってい

ます。 

市税のうち個人市民税は、緩やかな景気回復による個人所得の増加を見込み、対前年

度比 1.2％増、法人市民税は、近年の景気動向から法人税割の増加を見込み、対前年度

比 17.4％増、固定資産税は、土地は地価下落の影響により減少したものの、新築家屋

の増加や償却資産が新規設備投資などの増加を見込み、対前年度比 1.5％増となってい

ます。 

地方消費税交付金は、税率改正後の実績を勘案し、対前年度比 13.9％減となってい

ます。 

地方交付税のうち普通交付税は、基準財政需要額の増加を見込み、対前年度比 1.5％

増となっています。 

 国庫支出金は、生活保護費等負担金などが減少したものの、地方創生推進交付金の増

加を見込み、対前年度比 0.1％増となっています。 

県支出金は、農林産物直売所建設事業に充当した農山漁村活性化プロジェクト支援交

付金の減少により、対前年度比 14.0％減となっています。 

 繰入金は、公立大学法人都留文科大学運営基金繰入金などの増加により、対前年度比

24.4％増となっています。 

歳出 

  投資的経費のうち普通建設事業は、農林産物直売所建設事業が終了したことや井倉土
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地区画整理事業に一定の目途がつきましたが、公立大学法人都留文科大学用地拡張事業

や生涯活躍のまち・つる事業、宝コミュニティセンター建設事業などにより対前年度比 

13.8％増となっています。  

 義務的経費は、人件費が退職手当の増加等により対前年度比 0.3％増、扶助費は生活

保護費や保育所等施設型給付費などの減少により対前年度比 1.2％減、公債費は対前年

度比 1.8％増となっていますが、義務的経費全体としては、昨年度とほぼ横ばいとなっ

ております。 

  物件費は、前年度実施しました基幹系システム機器更新に伴う移行業務委託や自治体

情報セキュリティ強化対策ネットワーク構築業務委託などが終了したことにより対前年

度比 8.0％減、補助費等は、空家等対策推進事業補助金や山梨県情報セキュリティクラ

ウド負担金などの増加により対前年度比 0.4％増、積立金は、公立大学法人都留文科大

学運営基金積立金の増加により対前年度比 11.7％増、繰出金は、下水道事業特別会計

繰出金等の減少により対前年度比 2.6%減となっています。

※歳出の詳しい内容は主要事業一覧表（Ｐ20～）をご覧ください。

特 別 会 計 

国民健康保険事業特別会計は、保険給付費等の減少を見込み前年度比 4.9％減となって

います。 

 簡易水道事業特別会計は、東部簡易水道第一配水池築造工事が終了したことにより前年

度比 56.1％減となっています。 

下水道事業特別会計は、公共下水道建設の増加により前年度比 1.8％増となっています。 

 介護保険事業特別会計は、居宅介護サービス給付費や地域密着型サービス給付費などの

増により前年度比 6.6％増となっています。 

介護保険サービス事業特別会計は、前年度比 24.2％減となっています。 

後期高齢者医療特別会計は、前年度比 3.1％増となっています。 

企 業 会 計 

水道事業会計は、建設改良費等の増のため、対前年度比 12.0％増となっています。 

 病院事業会計は、産科分娩再開に向けた医療機器等の購入や化学療法室整備などにより

対前年度比 1.1％増となっています。 
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平成29年度当初予算総括表

29年度予算額 28 年 度 予 算 額 増 減 額 増 減 率

13,416,000 13,366,000 50,000 0.4

8,379,197 8,721,535 △ 342,338 △ 3.9

3,666,103 3,854,316 △ 188,213 △ 4.9

290,657 661,966 △ 371,309 △ 56.1

1,035,876 1,017,853 18,023 1.8

2,777,445 2,605,363 172,082 6.6

6,960 9,185 △ 2,225 △ 24.2

577,059 559,853 17,206 3.1

桑 代 沢 外 17 恩 賜 林 679 681 △ 2 △ 0.3

水 頭 外 3 恩 賜 林 652 715 △ 63 △ 8.8

濁 り 沢 外 18 恩 賜 林 1,029 1,220 △ 191 △ 15.7

板 ケ 沢 外 7 恩 賜 林 226 462 △ 236 △ 51.1

盛 里 財 産 区 22,511 9,921 12,590 126.9

4,342,279 4,229,348 112,931 2.7

688,700 614,841 73,859 12.0

3,653,579 3,614,507 39,072 1.1

26,137,476 26,316,883 △ 179,407 △ 0.7

■会計別当初予算規模の推移

(単位：千円、％)

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計 （ 11 会 計 ）

国 民 健 康 保 険 事 業

簡 易 水 道 事 業

下 水 道 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業

後 期 高 齢 者 医 療

財
産
区
等

総 計

（注）水道事業、病院事業会計　予算額＝収益的支出＋資本的支出

企 業 会 計

内
 

訳

水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

内

訳

12,373  12,275  13,140  
14,518  

13,366  13,416  

7,633  7,661  
8,021  

8,312  
8,722  8,379  

4,889  4,163  

4,597  

4,534  
4,229  4,342  

0

5,000

10,000

15,000

20,000
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30,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29

一般会計 特別会計 企業会計 （百万円） 
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一般会計予算の概要

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 市 税 3,662,410 27.3 3,570,993 26.8 91,417 2.6

２ 地 方 譲 与 税 84,099 0.6 85,980 0.6 △ 1,881 △ 2.2

３ 利 子 割 交 付 金 7,465 0.1 4,635 0.0 2,830 61.1

４ 配 当 割 交 付 金 14,395 0.1 19,596 0.1 △ 5,201 △ 26.5

５ 株式等譲渡所得割交付金 7,774 0.1 14,179 0.1 △ 6,405 △ 45.2

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 474,601 3.5 551,400 4.1 △ 76,799 △ 13.9

７ ゴルフ場利用税交付金 75,093 0.6 62,241 0.5 12,852 20.6

８ 自動車取得税交付金 15,998 0.1 13,978 0.1 2,020 14.5

９ 地 方 特 例 交 付 金 13,626 0.1 12,537 0.1 1,089 8.7

10 地 方 交 付 税 3,761,945 28.0 3,707,331 27.8 54,614 1.5

11 交通安全対策特別交付金 3,955 0.0 4,170 0.0 △ 215 △ 5.2

12 分 担 金 及 び 負 担 金 334,867 2.5 278,478 2.1 56,389 20.2

13 使 用 料 及 び 手 数 料 256,688 1.9 255,635 1.9 1,053 0.4

１４ 国 庫 支 出 金 1,510,949 11.3 1,509,097 11.4 1,852 0.1

１５ 県 支 出 金 776,139 5.8 902,086 6.7 △ 125,947 △ 14.0

16 財 産 収 入 42,912 0.3 42,582 0.3 330 0.8

17 寄 附 金 9,003 0.1 8,003 0.1 1,000 12.5

18 繰 入 金 1,037,379 7.7 833,707 6.2 203,672 24.4

19 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

20 諸 収 入 148,701 1.1 137,371 1.0 11,330 8.2

21 市 債 1,178,000 8.8 1,352,000 10.1 △ 174,000 △ 12.9

13,416,000 100.0 13,366,000 100.0 50,000 0.4

5,491,961 40.9 5,126,770 38.4 365,191 7.1

比　較

歳 入 合 計

自主財源(款欄○印該当)

　■歳入予算構成比

（１）歳　入

区 分
平成２９年度 平成２８年度

自主財源     

40.9% 

依存財源     

59.1% 

市税     

27.3% 

繰入金     

7.7% 

2.5% 

1.9% 
1.1% 

地方交付税 

28.0% 

国庫支出金 

11.3% 

市債 

8.8% 

県支出金 

5.8% 

3.5% 

○依存財源その他の内訳 
 
地方譲与税       0.6% 
ゴルフ場利用税交付金  0.6% 
利子割交付金      0.1% 
配当割交付金      0.1% 
株式等譲渡所得割交付金 0.1%  
自動車取得税交付金   0.1%  
地方特例交付金     0.1% 
交通安全対策特別交付金 0.0% 

地方消費税交付金 

分担金及び負担金 

使用料及び手数料 

諸収入 

歳入合計 
13,416,000千円 

 ○その他自主財源 
  財産収入 0.4％ 
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　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 議 会 費 152,656 1.1 160,418 1.2 △ 7,762 △ 4.8

２ 総 務 費 1,806,148 13.6 1,647,741 12.4 158,407 9.6

３ 民 生 費 3,989,613 29.8 4,095,145 30.7 △ 105,532 △ 2.6

４ 衛 生 費 1,223,233 9.1 1,234,371 9.2 △ 11,138 △ 0.9

５ 農 林 水 産 業 費 190,311 1.4 774,548 5.8 △ 584,237 △ 75.4

６ 商 工 費 159,709 1.2 93,757 0.7 65,952 70.3

７ 土 木 費 1,370,013 10.2 1,322,603 9.9 47,410 3.6

８ 消 防 費 622,819 4.6 536,149 4.0 86,670 16.2

９ 教 育 費 2,608,480 19.4 2,230,335 16.7 378,145 17.0

10 災 害 復 旧 費 3 0.0 3 0.0 0 0.0

11 公 債 費 1,256,906 9.4 1,234,099 9.2 22,807 1.8

12 諸 支 出 金 16,109 0.1 16,831 0.1 △ 722 △ 4.3

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

13,416,000 100.0 13,366,000 100.0 50,000 0.4

比　較

歳 出 合 計

　■歳出予算構成比（目的別）

（２）歳　出

区 分
平成29年度 平成28年度

民生費  

29.8％  

教育費 

19.4％  
総務費 

13.6％  

土木費 

10.2％  

公債費 

9.4％  

衛生費 

9.1％  

消防費      

4.6％ 

その他 

3.9％ 

○その他の内訳 
 
 農林水産業費 1.4％ 
 議会費    1.1％ 
 商工費    1.2％ 
 諸支出金   0.1％ 
 予備費    0.1％ 
 災害復旧費  0.0％ 

歳出合計 
13,416,000千円 
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　       （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

5,882,549 43.8 5,885,189 44.0 △ 2,640 0.0

2,056,541 15.3 2,049,613 15.3 6,928 0.3

1,237,011 9.2 1,278,412 9.6 △ 41,401 △ 3.2

2,569,102 19.1 2,601,477 19.5 △ 32,375 △ 1.2

1,256,906 9.4 1,234,099 9.2 22,807 1.8

1,817,441 13.6 1,596,605 12.0 220,836 13.8

1,817,438 13.6 1,596,602 12.0 220,836 13.8

659,013 4.9 804,737 6.0 △ 145,724 △ 18.1

1,158,425 8.7 791,865 6.0 366,560 46.3

3 0.0 3 0.0 0 0.0

3 0.0 3 0.0 0 0.0

5,716,010 42.6 5,884,206 44.0 △ 168,196 △ 2.9

1,575,756 11.7 1,711,884 12.8 △ 136,128 △ 8.0

147,646 1.1 132,882 1.0 14,764 11.1

2,344,963 17.5 2,335,670 17.5 9,293 0.4

21,943 0.2 19,636 0.1 2,307 11.7

0.0 15,000 0.1 △ 15,000 皆減

300 0.0 300 0.0 0 0.0

1,605,402 12.0 1,648,834 12.4 △ 43,432 △ 2.6

20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

13,416,000 100.0 13,366,000 100.0 50,000 0.4

（３）歳出（性質別）内訳

区 分
平成２９年度 平成２８年度 比　較

義 務 的 経 費

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

そ の 他 の 経 費

繰 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

　■歳出予算構成比（性質別）

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

義務的経費 

43.8% 

投資的経費 

13.6% 

その他の経費 

42.6% 

扶助費 

19.1% 

人件費 

15.3% 

公債費 

9.4% 

普通建設事業費 

13.6% 

補助費等 

17.5% 

物件費 

11.7% 

繰出金 

12.0% 

その他 

1.4% 

歳出合計 
13,416,000千円 

  

  ○その他の内訳 
  

維持補修費   1.1％      

積立金     0.2% 
予備費     0.1% 
投資及び出資金 0.0％ 
貸付金     0.0%  
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特別会計予算の概要

（１）国民健康保険事業特別会計

 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 国 民 健 康 保 険 税 815,965 22.3 872,605 22.7 △ 56,640 △ 6.5

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 551 0.0 601 0.0 △ 50 △ 8.3

３ 国 庫 支 出 金 771,922 21.1 815,090 21.1 △ 43,168 △ 5.3

４ 療 養 給 付 費 交 付 金 47,743 1.3 69,250 1.8 △ 21,507 △ 31.1

５ 前 期 高 齢 者 交 付 金 702,000 19.1 710,000 18.4 △ 8,000 △ 1.1

６ 県 支 出 金 180,465 4.9 204,367 5.3 △ 23,902 △ 11.7

７ 共 同 事 業 交 付 金 847,628 23.1 859,343 22.3 △ 11,715 △ 1.4

８ 財 産 収 入 2 0.0 5 0.0 △ 3 △ 60.0

９ 繰 入 金 291,463 8.0 315,541 8.2 △ 24,078 △ 7.6

10 繰 越 金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

11 諸 収 入 8,362 0.2 7,512 0.2 850 11.3

3,666,103 100.0 3,854,316 100.0 △ 188,213 △ 4.9

 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 24,420 0.7 9,983 0.3 14,437 144.6

２ 保 険 給 付 費 2,077,579 56.8 2,241,042 58.2 △ 163,463 △ 7.3

３ 後 期 高 齢 者 支 援 金 410,100 11.2 440,080 11.4 △ 29,980 △ 6.8

４ 前 期 高 齢 者 納 付 金 1,750 0.0 640 0.0 1,110 173.4

５ 老 人 保 健 拠 出 金 30 0.0 45 0.0 △ 15 △ 33.3

６ 介 護 納 付 金 185,000 5.0 200,000 5.2 △ 15,000 △ 7.5

７ 共 同 事 業 拠 出 金 903,506 24.6 898,574 23.3 4,932 0.5

８ 保 健 事 業 費 38,514 1.1 34,548 0.9 3,966 11.5

9 諸 支 出 金 5,204 0.1 5,204 0.1 0 0.0

10 予 備 費 20,000 0.5 20,000 0.5 0 0.0

公 債 費 4,200 0.1 △ 4,200 皆減

3,666,103 100.0 3,854,316 100.0 △ 188,213 △ 4.9歳 出 合 計

歳 入 合 計

区 分
平成２９年度 平成２８年度 比　較

比　較

○歳　出

○歳　入

区 分
平成２９年度 平成２８年度

　歳出の主な内容

（1）保険給付に要する経費

〈一般被保険者〉 　　〈退職被保険者〉

療養給付費 療養給付費

療養費 療養費

高額療養費 高額療養費

（2）出産育児一時金

（3）後期高齢者支援金 4億1,003万円 

（4）介護納付金

（5）共同事業拠出金

（6）保健事業費

（7）事務費

3,851万円 

2,442万円 

1,513万円 

1億8,500万円 

9億351万円 

17億2,321万円 

2億4,730万円 

18,659万円 

54,496万円

100万円

830万円
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（２）簡易水道事業特別会計

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 4,336 1.5 3,445 0.5 891 25.9

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 210,426 72.3 191,301 28.9 19,125 10.0

3 繰 入 金 52,239 18.0 47,019 7.1 5,220 11.1

4 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 諸 収 入 3,655 1.3 4,550 0.7 △ 895 △ 19.7

6 市 債 20,000 6.9 358,200 54.1 △ 338,200 △ 94.4

国 庫 支 出 金 57,450 8.7 △ 57,450 皆減

290,657 100.0 661,966 100.0 △ 371,309 △ 56.1

　   （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 簡 易 水 道 事 業 費 197,303 67.9 571,880 86.3 △ 374,577 △ 65.5

２ 公 債 費 92,354 31.8 89,086 13.5 3,268 3.7

３ 予 備 費 1,000 0.3 1,000 0.2 0 0.0

290,657 100.0 661,966 100.0 △ 371,309 △ 56.1

（３）下水道事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 分 担 金 及 び 負 担 金 15,925 1.5 18,637 1.8 △ 2,712 △ 14.6

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 97,898 9.5 95,315 9.4 2,583 2.7

３ 国 庫 支 出 金 79,870 7.7 49,410 4.9 30,460 61.6

４ 繰 入 金 512,036 49.4 550,147 54.0 △ 38,111 △ 6.9

５ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

６ 諸 収 入 46 0.0 43 0.0 3 7.0

７ 市 債 330,100 31.9 304,300 29.9 25,800 8.5

1,035,876 100.0 1,017,853 100.0 18,023 1.8

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 下 水 道 費 411,894 39.8 385,522 37.9 26,372 6.8

２ 公 債 費 620,982 59.9 629,331 61.8 △ 8,349 △ 1.3

３ 予 備 費 3,000 0.3 3,000 0.3 0 0.0

1,035,876 100.0 1,017,853 100.0 18,023 1.8

○歳　入

区 分

歳 入 合 計

比　較

平成２９年度 平成２８年度 比　較

○歳　出

区 分
平成２９年度 平成２８年度

○歳　入

区 分
平成２９年度 平成２８年度

歳 出 合 計

歳 出 合 計

比　較

歳 入 合 計

○歳　出

区 分
平成２９年度 平成２８年度 比　較

　歳出の主な内容

（1）施設整備費　　5,597万円 

（2）施設管理費　　3,189万円 

（3）業務管理費　　2,665万円

（4）事務費　　　　8,098万円

　歳出の主な内容

（３）維持管理費及び事務費　　1億3,347万円　　

（４）普及促進事業費　　　　　  　　624万円 

（１）公共下水道建設費　　2億1,626万円

（２）流域下水道建設費　     　4,173万円 
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（4）介護保険事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 保 険 料 523,400 18.8 502,485 19.3 20,915 4.2

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 100 0.0 100 0.0 0 0.0

３ 国 庫 支 出 金 678,378 24.5 635,541 24.3 42,837 6.7

４ 支 払 基 金 交 付 金 735,016 26.5 690,957 26.5 44,059 6.4

５ 県 支 出 金 420,441 15.1 397,664 15.3 22,777 5.7

６ 財 産 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

７ 繰 入 金 416,107 15.0 374,087 14.4 42,020 11.2

８ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

９ 諸 収 入 4,001 0.1 4,527 0.2 △ 526 △ 11.6

2,777,445 100.0 2,605,363 100.0 172,082 6.6

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 79,449 2.9 77,468 3.0 1,981 2.6

２ 保 険 給 付 費 2,587,867 93.2 2,453,736 94.2 134,131 5.5

３ 財政安定化基金
拠出金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

４ 地 域 支 援 事 業 費 108,426 3.9 72,456 2.8 35,970 49.6

５ 基 金 積 立 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

６ 諸 支 出 金 701 0.0 701 0.0 0 0.0

７ 予 備 費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

2,777,445 100.0 2,605,363 100.0 172,082 6.6

（5）介護保険サービス事業特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ サ ー ビ ス 収 入 2,947 42.3 5,857 63.8 △ 2,910 △ 49.7

２ 繰 入 金 4,012 57.7 3,327 36.2 685 20.6

３ 諸 収 入 1 0.0 1 0.0 0 0.0

6,960 100.0 9,185 100.0 △ 2,225 △ 24.2

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ サ ー ビ ス 事 業 費 6,860 98.6 9,085 98.9 △ 2,225 △ 24.5

２ 予 備 費 100 1.4 100 1.1 0 0.0

6,960 100.0 9,185 100.0 △ 2,225 △ 24.2歳 出 合 計

歳 入 合 計

○歳　出

区 分

比　較

比　較

○歳　入

平成２９年度 平成２８年度 比　較

○歳　入

区 分
平成２９年度 平成２８年度

歳 入 合 計

平成２８年度

○歳　出

区 分
平成２９年度

区 分
平成２９年度 比　較平成２８年度

歳 出 合 計
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（6）後期高齢者医療特別会計

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 保 険 料 232,650 40.3 215,391 38.5 17,259 8.0

２ 使 用 料 及 び 手 数 料 80 0.0 80 0.0 0 0.0

３ 繰 入 金 343,657 59.6 343,719 61.4 △ 62 0.0

４ 繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

５ 諸 収 入 671 0.1 662 0.1 9 1.4

577,059 100.0 559,853 100.0 17,206 3.1

　 （単位：千円、％）

予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

１ 総 務 費 4,412 0.8 6,148 1.1 △ 1,736 △ 28.2

２
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

571,487 99.0 552,554 98.7 18,933 3.4

３ 諸 支 出 金 660 0.1 651 0.1 9 1.4

４ 予 備 費 500 0.1 500 0.1 0 0.0

577,059 100.0 559,853 100.0 17,206 3.1

○歳　入

区 分
平成２９年度 平成２８年度 比　較

○歳　出

歳 出 合 計

歳 入 合 計

区 分
平成２９年度 平成２８年度 比　較
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企業会計予算の概要

（１）水道事業会計

　　 （単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

81,211 23.2

△ 9,439 △ 2.8

〈資本的収支〉

86,373 69.5

83,298 30.1

比　較

予 算 額 予 算 額
区 分

平成２９年度 平成２８年度

収 入 431,735 350,524

支 出 328,608 338,047

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損
益勘定留保資金、減債積立金並びに建設改良積立金で補てんするものとする。）

収 入 210,579 124,206

支 出 360,092 276,794

　業務の予定量

（１）給水栓数 7,162栓

（２）年間総配水量 3,656,606㎥

（３）一日平均配水量 10,018㎥

　歳出の主な内容

（１）石綿・耐震管対策事業 3,920万円

（２）下水道関連整備事業 2,620万円

（３）管網・施設整備事業 7,130万円

（４）ＣＣＲＣ事業 6,850万円

（５）人件費 91,992万円

-11-



（２）病院事業会計

　　（単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

△ 84,529 △ 3.3

△ 161,343 △ 5.6

〈資本的収支〉

148,005 121.7

215,621 134.8

　　（単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率

〈収益的収支〉

5,551 1.3

△ 15,096 △ 3.0

〈資本的収支〉

0 0.0

△ 110 △ 0.2

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調
整額並びに過年度分損益勘定留保資金で補てんするものとする。）

比　較

支 出

収 入

支 出

収 入

区 分

50,313 50,423

1 1

482,387 497,483

435,451 429,900

予 算 額 予 算 額

平成２９年度 平成２８年度

269,570 121,565

375,544

○老人保健施設

支 出

支 出

収 入

159,923

2,745,335 2,906,678

予 算 額

○病院

平成２９年度 平成２８年度 比　較
区 分

収 入

予 算 額

2,464,755 2,549,284

〈平成29年度〉 〈平成28年度〉

（１）病床数 140床 （１）病床数 140床

（２）年間入院患者数 28,835人 （２）年間入院患者数 28,470人

（３）年間外来患者数 105,187人 （３）年間外来患者数 114,270人

（４）一日平均入院患者数 79人 （４）一日平均入院患者数 78人

（５）一日平均外来患者数 359人 （５）一日平均外来患者数 390人

　○介護老人保健施設
〈平成29年度〉 〈平成28年度〉

（１）入所定員 100人 （１）入所定員 100人

（２）通所定員 12人 （２）通所定員 12人

（３）年間入所者数 32,125人 （３）年間入所者数 33,215人

（４）年間通所者数 2,637人 （４）年間通所者数 2,637人

（５）一日平均入所者数 89人 （５）一日平均入所者数 91人

（６）一日平均通所者数 9人 （６）一日平均通所者数 9人

建設改良費

（１）医療機器等購入 15,325万円

（２）化学療法室整備 4,562万円

　○病院
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主要財政指標等の推移

平成２９年度
（当初予算）

平成２８年度
（ 見 込 ）

平成２７年度 平成２６年度 平成２５年度

（％） 85.7 86.8 86.0 82.8 82.0

0.494 0.492 0.488 0.500 0.512

（％） 13.1 13.7 13.9 15.1 15.7

（千円） 8,691,060 8,641,072 8,649,871 8,526,493 8,644,274

（％） 40.9 39.0 41.8 44.6 39.6

（千円） 12,719,363 12,572,165 12,191,484 12,148,884 11,821,156

（千円） 6,455,732 7,471,168 7,205,068 7,940,320 7,306,775

1,679,021 2,211,922 2,170,106 2,533,622 2,777,658

7,055 7,055 7,055 7,055 30,655

うち公共施設整備基金 392,680 392,680 392,680 205,559 239,559

年 度 末 市 債 残 高
（ 一 般 会 計 ）

基 金 残 高

うち財政調整基金

うち市債管理基金

（注）各指標は、平成2９年度は当初予算額を、平成2８年度は決算見込額を、平成2７年度以前は決算額を
もとに算出している。

区　　　　分

経 常 収 支 比 率

財 政 力 指 数
（ 3 ヵ 年 平 均 ）

実 質 公 債 費 比 率
（ 3 ヵ 年 平 均 ）

標 準 財 政 規 模

自 主 財 源 比 率
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 ■市税の推移　

　市税は、市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、入湯税で構成されています。
　平成29年度当初予算における市税は、たばこ税が健康志向の広まりによる減少があるものの、雇用・所得環境
が改善し、緩やかな回復基調にあるため、個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税の増加を見込み、
対前年度比2.6%増としました。

 ■経常収支比率の推移　

　経常収支比率は、市が自由に使えるお金のうち、人件費、扶助費、公債費などの義務的経費が占める割合のこ
とで、値が低いほど、独自の政策のために使えるお金が多いことを示しています。
　平成2９年度当初予算における経常収支比率は85.7％となっており、平成28年度に比べ1.1ポイント減少する
見込みです。これは、分母要素である歳入において、普通交付税や市税等の経常経費充当財源が増加したこと
や、分子要素である歳出において、公営企業への繰出金の減少が主な要因です。

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

市税 4,109 3,844 3,755 3,738 3,727 3,762 3,733 3,627 3,571 3,662

個人住民税 1,452 1,396 1,194 1,233 1,292 1,280 1,276 1,308 1,301 1,317

法人市民税 327 178 295 254 284 330 327 312 260 306

固定資産税 2,030 1,977 1,967 1,927 1,826 1,808 1,804 1,691 1,659 1,685

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

85.3% 

82.0% 

82.8% 

86.0% 

86.8% 

85.7% 

80.0%

81.0%

82.0%

83.0%

84.0%

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

90.0%

H24 H25 H26 H27 H28 H29

※2９年度は当初予算ベースの見込値、2８年度は決算見込値 

※29年度及び28年度は当初予算額 

（百万円） 
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 ■財政力指数の推移　

　財政力指数は、地方自治体の地方交付税に依存する度合を示す指標で、数値が高いほど地方税の収入能力が高
く、交付税への依存度が低いとされています。地方公共団体が標準的な状態において徴収が見込まれる税収入の
合計額である「基準財政収入額」を地方公共団体が標準的な行政運営を行う上で必要となる財政需要の合計額で
ある「基準財政需要額」で除して算定されます。
　平成2９年度当初予算における財政力指数は0.494となっており、平成28年度に比べ0.002ポイント上昇す
る見込みです。

 ■実質公債費比率の推移

　実質公債費比率は、普通会計の元利償還金に加え水道事業や病院事業など公営企業が払う元利償還金に充てた
繰出金や一部事務組合等が支払う元利償還金に充てた負担金などを含めて算出したものです。
　平成2９年度当初予算における実質公債費比率は13.１％となっており、平成2８年度に比べ0.6ポイント減少
する見込みです。これは、実質公債費比率の減少要因である、普通交付税額の増加と元利償還金の減少を見込ん
だためです。

0.523 

0.512 

0.500  

0.488 

0.492 
0.494 

0.47

0.48

0.49

0.5

0.51

0.52

0.53

H24 H25 H26 H27 H28 H29

15.8% 

15.7% 

15.1% 

13.9% 

13.7% 

13.1% 

13.0%

13.5%

14.0%

14.5%

15.0%

15.5%

16.0%

16.5%

17.0%

H24 H25 H26 H27 H28 H29

※29年度は当初予算ベースの見込値 

※29年度は当初予算ベースの見込値、28年度は決算見込値 
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 ■標準財政規模の推移　

　標準財政規模は「標準税収入額」「地方交付税額」「地方譲与税額」「交通安全対策特別交付金額」「臨時財
政対策債発行可能額」を加えたものであり、標準的に収入する「経常一般財源」の大きさを示しています。また
「標準税収入額」とは、基準財政収入額から地方譲与税を除いた額を基準税率（75％）で除した値であります。
　平成25年度にその他教育費（大学費）の種別補正係数が増加し、地方交付税が増額したため、標準財政規模は
大幅に上昇しました。平成2９年度当初予算における標準財政規模は、税収が前年比1.3%及び臨時財政対策債発
行可能額が前年比4.2%増加したことにより、前年度を上回る水準となりました。

 ■普通交付税と臨時財政対策債の推移　

　地方交付税は、地方公共団体間の税源の不均衡を調整し、全国どこでも標準的な行政サービスを提供できるよ
う、国が地方公共団体に交付するもので、臨時財政対策債は、この地方交付税の不足分を補うために発行を認め
られた地方債ですが、その元利償還金全額が後年度の普通地方交付税の基準財政需要額に全額算入されるため、
実質的な地方交付税として扱われます。
　平成29年度当初予算における普通交付税は、緩やかな景気回復による個人所得の増加や平成27年度に実施さ
れた国勢調査人口が確定（人口減少）したことにより基準財政需要額が減少した影響等で、平成2８年度交付決
定額と比べ5.8％減（209,068千円の減額）となっています。また、臨時財政対策債は、平成2８年度と比べ
4.2％増（21,871千円の増額）となっています。

3,025,194 
3,551,064 3,463,697 3,662,397 3,591,013 3,381,945 
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臨時財政対策債発行額 普通交付税基準額 

7,881,180 

8,644,274 
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8,000,000
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※2９年度は当初予算ベースの見込数値 

（千円） 

（千円） 

※29年度は当初予算ベースの見込値、28年度は交付決定額 
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 ■一般会計市債現在高と市債償還額の推移　

　市債は、地方自治体が建設事業など特定の支出に充てるための借入金で、年度を越えて元金と利子を返済して
いますが、その借入金の未返済残高を市債残高といいます。
　平成2９年度当初予算における年度末市債残高見込額は12,719,363千円となっており、地方交付税の不足分
を補うために発行を認められた臨時財政対策債の現在高見込額が平成28年度末見込額から3.5％増加しています
が、臨時財政対策債を除いた地方債残高は28年度末見込額に比べ64,054千円の減(1.0％減)となっています。

 ■財政調整基金現在高の推移　

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整し、将来にわたって健全財政を持続していけるよう地方財政法
で設置が義務づけられている基金となります。
　平成29年度は、540,000千円の取崩しを見込み、財政調整基金残高の見込みは1,679,021千円となってい
ます。

9,188,526 
8,744,158 

8,265,009 
7,882,083 7,561,352 

6,897,453 6,779,972 6,446,794 6,594,092 6,530,038 
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1,566,256 1,418,989 1,330,009 1,318,757 1,357,874 1,343,644 1,322,187 1,249,069 1,234,099 1,256,906 
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※29年度及び28年度は予算ベースの見込数値 

（千円） 

（千円） 

12,572,165 
12,719,363 

※29年度は予算ベースの見込値、28年度は決算見込数値 
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　義務的経費とは「人件費」「扶助費」「公債費」の和であり、平成29年度当初予算における義務的経費の構成
比は43.8％となっております。これは、28年度当初予算と比べ0.2ポイント減少しています。
　これは、公債費が1.8ポイント、人件費が0.3ポイント増加した一方で、扶助費が1.2ポイント減少したためで
あります。なお、平成28年度当初予算と比較すると、義務的経費は、2,640千円の減となっております。

 ■投資的経費の推移　

　投資的経費とは「普通建設事業費」「災害復旧事業費」の和であり、平成29年度当初予算における投資的経費
の構成比は13.5％で、平成28年度当初予算に比べ1.5ポイント増加しています。
　これは農林産物直売所建設事業が終了したことにより減少する一方、都留文科大学用地拡張事業や宝地域コ
ミュニティセンター整備工事等が増加した要因となっています。なお、平成28年度当初予算と比較すると、投資
的経費は、220,836千円の増となっています。

 ■義務的経費の推移　
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（千円） 
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※数値は当初予算ベース 
 折れ線グラフは当初予算総額に占める割合 

（千円） 

※数値は当初予算ベース 
 折れ線グラフは当初予算総額に占める割合 
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【歳入】

・引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分） 195,281 千円

【歳出 】

・社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 3,730,669 千円

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】

国県
支出金

地方債 その他
引上げ分の
地方消費税

その他

障害者福祉事業 605,118 410,548 4,680 17,912 171,978

高齢者福祉事業 32,460 1,206 2,948 28,306

児童福祉事業 1,082,775 699,909 232 36,093 346,541

母子福祉事業 188,186 40,902 13,893 133,391

生活保護扶助事業 384,415 284,437 8,450 8,634 82,894

その他 40,148 411 3,748 35,989

小　計 2,333,102 1,435,796 14,979 83,228 799,099

国民健康保険事業 241,463 132,000 10,325 99,138

介護保険事業 391,089 3,454 36,564 351,071

後期高齢者保険事業 343,657 56,753 27,063 259,841

小　計 976,209 192,207 73,952 710,050

医療に係る事業 240,436 12 22,678 217,746

疾病予防対策事業 105,886 460 9,945 95,481

健康増進対策事業 45,769 15,542 2,851 27,376

その他 29,267 1,416 2,627 25,224

小　計 421,358 17,430 38,101 365,827

3,730,669 1,645,433 14,979 195,281 1,874,976

社

会

福

祉

社

会

保

険

保

健

衛

生

合　計

地方消費税収増額分の使途について

　引上げ分の地方消費税収（社会保障財源化分）が充てられる社会保障4経費及びその他社会保障施

策に要する経費は以下の通りです。

事　業　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源
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リーディング
プロジェクト 【継続】 担当部署

平成２９年度　主要事業一覧表
　平成2９年度は、昨年度策定した「第６次長期総合計画」の基本構想に掲げた将来像、「ひと集い
学びあふれる　生涯きらめきのまち　つる」の実現に向け、「まちづくりの６つの方向」に示される具
体的施策及び「リーディング・プロジェクト」に基づいた事業を重点的に盛り込み、予算を編成いたし
ました。

（単位：千円）

Ⅰ　創ります！　しごととくらしの充実したまち　（産業・基盤分野）
政策１　豊かな産業のあるまちづくり

1
生涯活躍のまち・つる事業
（都留市版ＣＣＲＣ推進事業）

企画課

【事業概要・目的】

施策１：生涯活躍のまち(CCRC）事業を中心とした企業誘致と雇用創出 施策１：生涯活躍のまち(CCRC）事業を中心とした企業誘致と雇用創出 

■単独型居住プロジェクト
6月中に決定予定の選定事

業者との連携を図りながら、
開所に向け取り組んでいき
ます。 
 また、市が同一敷地内に
食堂や多目的ホールの機能
を持つ、地域交流拠点施設
を整備します。 

■複合型居住プロジェクト
引き続き「都留市ＣＣＲ

Ｃ構想研究会」の開催を通
して事業への積極的な参加
を促し事業推進を図ってい
きます。 
 また、平成3１年度入居開
始に向け、基盤整備等を
行っていきます。 

「民の力」を活用し、元気な高齢
者を地域に呼び込む生涯活躍のま
ち・つる事業を、市内に立地する
３大学等と、各種事業者からなる
事業主体組織と連携して展開する
ことによって、新規雇用の創出と、
高齢者をターゲットとした地場産
業の振興と新規創業の支援を図り
ます。 
 また、大学相互・大学と市の連
携を図り、質の高いプログラムを
提供し、まち全体の魅力を向上さ
せていくことで、地域の総合力を
向上させ、『市民全体の豊かな暮
らし』を実現します。 
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

181,734 16,477 17,600 147,657

事業費
財源内訳

■具体的な施設整備の方向性に至るまで、移住希望者からのニーズや改善策等を共に語り合うワーク
ショップを開催します。これにより、より具体的な暮らしをイメージしてもらうとともに、「生涯活
躍のまち・つる」を共に創り上げた、という意識を持ってもらいます。

■地方創生推進交付金を受け実施する事業
  （１）移住促進の強化
「生涯活躍のまち・つる」事業実現のために展開する２プロジェクトにおいて、施設への入居希望
者やこれに伴う移住希望者を確保するための移住施策を重点的に展開します。

■移住コンシェルジュを組織化します。また、移住コンシェルジュで移住希望者へのホームステイ
が可能な家庭を募り、1泊2日のお試し居住を行います。

（２）複合型プロジェクトの推進
市有地を活用し、民間事業者による事業地開発等を行い、ＰＰＰ（官民連携）形式による「生涯

活躍のまち・つる」事業を拡充します。ＰＰＰによる土地活用を進めるため、全体をマネジメント
するアドバイザリー契約をコンサルタントと行います。 

形態：企業誘致による事業地開発 
立地：都留文科大学近隣 
規模：５棟程度（約200戸） 

・市有地を選定事業者に貸し出し、事業者が高齢
者サービス施設等を整備。複数施設で構成

・サ高住は一般的な厚生年金世帯が入居できる費

用モデルを設定予定
・都留文科大学教員・学生との交流拠点、食堂な

どを整備

先輩移住者との交流 つる知るツアーでの様子 

Ｕターン

ワープステイ
定年を迎えてリタイアした後に、数年間だけ地方に移
住するという住み方。そのポイントは、
●都市部に自宅（土地・建物）を所有
●定年退職後、永住するには抵抗があるが、地方

暮らしには興味がある。
●所有している都市部の自宅を定期借家
契約で賃貸する（期間限定で貸出）
●気に入った地方の物件を定期借家
契約で賃貸（期間限定）する。

完全移住
最初から地域づくりに参加したり、仕事や生きがいなど
はっきりした目的を持っている移住もある。あるいは自
然環境や諸条件など、自分の希望をある程度かなえ
ることができると判断し、納得の上移住する。

２地域居住
都会や地方に拠点を持ち、週末だけ、
または春夏秋冬のバカンス休暇だけ、
普段と違う暮らしを楽しむ居住のかた

回遊式居住
旅行を楽しむように、会員制度などを利用して、
回遊するように複数個所の施設に滞在を繰り返し、最
後はもっとも自分に合った住居に移住する比較的自
由な居住選択のかたち。

お試し居住
移住者が、十分に納得して終
の家とくらしを見つけるために提
供される居住のかたち、ゆっくり
時間をかけて、地域の環境や
暮らしを体験できる、短期居
住、ロングステイ、宿泊型

体験見学など 人口移動現象の一
つで、都市に出てきた人

が再び故郷に帰ること。仕事
や結婚などで、都会に移住した者
が、親族の介護
などでＵターン
する場合も多く
なっている。

Iターン
首都圏や都市に居住し
た人が、出身地に関係
なく自己の決断で別の
地域に移住すること。

転勤
同じ会社内の異なる勤務場所に配置
転換することで生じる移住。単身赴任
や、期限付き等様々な形があり、社宅
として住宅が提供されるか、家賃補助
の場合などもある。
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国県支出金 地方債 その他 一般財源

115,473 45,000 69,900 573

国県支出金 地方債 その他 一般財源

67,748 15,000 52,700 48

事業費
財源内訳

事業費

（１）地域交流拠点整備
サ高住施設に併設する形で地域交流拠点を整備し、地域の方も使用できる食堂、各種イベントを開

催することのできるホールなどを整備します。入居者間や地域との交流を深める拠点となります。

（２）健康ジム整備
生涯活躍のまち・つるの2つのプロジェクトの中間地点にある、ふるさと会館の1階を「健康づく

り」の空間として、健康維持に必要不可欠な機械器具、トレーナーによる生活習慣病予防・改善、介
護予防、自立支援など多岐にわたるプログラムを実施できる健康ジムに改修し、市民の健康づくりの
場、多世代交流を図る拠点を整備するとともに、ふるさと会館の空調整備の大規模改修を行います。

財源内訳

■３月補正計上  ※地方創生拠点整備交付金を受け実施する事業を紹介します。

■単独型居住プロジェクトイメージ：食事風景
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2
リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署 企画課・産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,000 36,000

1 中山間地域総合整備事業
リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署 産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,000 9,700 5,300

2 つる野菜ブランド化事業
リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署 産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,661 1,661

3 有害鳥獣対策事業
リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署 産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,975 1,544 40 5,391

政策１　豊かな産業のあるまちづくり

　本市において増加し続けている、サル・シカ・イノシシ等
の農作物への被害を抑制するため、県の補助事業に加え、市
の単独事業を拡充し、有害鳥獣の捕獲を推進していきます。
　平成2９年度は、被害の増加しているハクビシンやタヌキ
等の小動物も捕獲の対象としていきます。

　本市の農畜産物を活用した新たな高付加価値を生み出すビジネスを
創出することにより、地域産業の活性化を図り、市内産の農林水産物
を活用した加工品の開発やブランド化等の推進、また、生産者の育成
及び地産地消を積極的に推進します。
　平成2９年度は、前年度に引き続き、富士湧水野菜生産振興補助
金を交付し、更なるブランド化を推進していきます。

地域おこし協力隊事業

　生涯活躍のまち・つる推進事業の全体マネジメントを行う
「（仮称）生涯活躍のまち・つる推進センター」の立ち上げ
に伴い、各種施策と地域連携を行うための隊員と市主催の各
種イベントの実施や本市へ訪れる観光客の満足度向上の役割
を担うための隊員を２名増員します。
　平成29年度は、9人の隊員が市で活動する予定です。

　農業生産が不利な中山間地域において、農業・農村の活性化
を図るために、農道・水路やほ場等の農業生産基盤及び生活環
境を総合的に整備し、農業基盤の強化、農産物等の生産量の増
加を図ります。
　平成2９年度は、西部地区（大幡・川棚）の用水路施設、
農作業道、鳥獣害防止施設の整備及び測量・設計を行いま
す。

■整備後のイメージ

■３月補正計上

■現在活躍中の地域おこし協力隊員

■捕獲されたイノシシ

■十日市場で栽培されている水かけ菜

施策２：農林産物直売所を核とした農林漁業の振興 
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

13,519 6,759 6,760

1 富士の麓の小さな城下町振興事業 産業課

事業費

政策１　豊かな産業のあるまちづくり

財源内訳

（１）「るるぶ」掲載及びパンフレット作成 
 ＪＴＢとの提携による観光パンフレットの作成（20,000部）、観光雑誌「るるぶ」へ都留市の
特集ページを掲載（発刊数86,000部）します。 

（２）ハイキングマップの作成及び体験プログラム等の実施  
 都内中央線沿線の駅へハイキングに特化したパンフレットを設置（60,000部）し、HPへの掲
載を行い、登山道整備や登山ツアーなどの体験型プログラムを実施します。 

■九鬼山からの都留市 

（３）(株)都留観光振興公社を中心とする観光振興の推進                     
 (株)都留市観光振興公社を中心に地域資源の発掘と情報発信、観光客の受け皿整備、観光戦略の
策定を実施し、連携事業としてのイベントの開催や観光客の受け入れ体制の強化を図ります。 

■登山道整備で設置する案内

施策3：観光の振興 

■掲載されたページを
もとにパンフレットの作
成を予定しています。 
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2 観光広域連携事業
リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署 産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

100 100

3 【継続】 担当部署 産業課

【事業概要・目的】

事業費 財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,000 20,000 0

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

25,286 10,000 13,700 1,586

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,750 3,900 16,850

　2020年開催の東京オリンピック・パラリンピックに向け、
増加が見込まれる外国人観光客を本市へ取り込むため、平成
28年度に周辺自治体（大月市、あきる野市、八王子市、相模
原市）との協議会を発足し、広域的な連携を図りながら、マー
ケティング・観光資源の発掘等を行っていきます。

今後は、都留市のリニア見学センターや相模原市の宇宙セ
ンターを軸に広域観光施策を検討していく予定です。

　「道の駅つる」と「山梨県立リニア見学センター」を安全
に行き来できるフットパスを整備します。フットパスから
は、大原地区の景色を一望できることから、道の駅周辺の観
光ルートとしての役割も果たします。

フットパスの整備（リニア見学センター～道の駅つる）

4 田原の滝公園整備事業

【事業概要・目的】

事業費
財源内訳

産業課

事業費

【事業概要・目的】

財源内訳

　「芭蕉月待ちの湯」をはじめ、「わくわく広場」、「ゆう
ゆう広場」、「種徳館」、「一位の宿」、「すいすい広場」
などの整備を進め、利用者の拡大やサービスの向上に努めま
す。
　平成2９年度は、前年度に引き続き、「わくわく広場」に
遊具を設置します。

　市指定史跡名勝天然記念物に指定されている田原の滝を間近に
見られる公園を整備します。周辺には、平成の名水百選に選ばれ
た十日市場・夏狩湧水群、都留文科大学、うぐいすホール、総合
運動公園などが近接し、十日市場・夏狩湧水群における駐車場機
能を完備した散策ルートの出発拠点としての役割も果たします。
　平成29年度は、昨年度に引き続き、整備工事（二期工事）を
実施します。

5 戸沢の森和みの里整備事業 産業課

■H28に整備したターザンロープ

■フットパス整備予定地

■公園からの風景
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,625 120 1,505

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

750 750

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,500 3,500

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,200 4,200

　ふるさと納税とは、「ふるさと納税を通じて日本を元気に」の
意義のもとに始まった制度です。寄附者に特典を提供すること
で、本市に興味を持ってもらい、観光客の集客や全国に向けた地
元アピールができ、地域活性化に繋げることができます。
　平成29年度は、市の魅力発信につながる新たな特典の拡充を
行います。

事業費

3

　ものづくり企業における特徴のある製品づくりや新製品の開発、商
品のＰＲ、販路の拡大などを促進するとともに、本市の企業形態に見
合った人材を育成し、地場産業活動を支援します。
　また、地域経済の動向分析や現状把握を行うことで、市の強みや課
題が明確となり、それを踏まえた上で都留市への企業誘致を戦略的に
取り組みます。
　平成29年度は、商工業施策普及事業と工業交流展開催事業を統合
し、より柔軟に対象団体に対して助成を行います。

　中心市街地商店街をはじめとした小規模小売店舗への集客
を図るため、商工会などの関係団体や都留文科大学などと連
携し、市民のふれあいや交流を通して、賑わいを創出しま
す。
　平成2９年度は、前年度に引き続き、三町商店街（高尾町
通り）を歩行者天国にして商店街活性化のためのイベントを
開催する団体に対して助成を行います。

事業費

産業課

ふるさと納税特典の拡充 財務課・産業課

【事業概要・目的】

財源内訳

1 豊かな産業のあるまちづくり事業

【事業概要・目的】

財源内訳

　子育て世帯の定住を促進するため、市外から転入した中学校3年生
以下の子を持つ子育て世帯が市内で住居を取得、建て替え、改築等し
た際に、かかった経費の３％を奨励金として交付します。（上限40
万円・中学校3年生以下の子の人数に１０万円を乗じた額と、土地を
新たに購入した場合に１０万円をそれぞれ加算）
　また、営業所が市内にある建築業者を元請とした場合、新築、建て
替え等はかかった額の２％（上限30万円）、改築又は改修の場合は
10万円を特別奨励金として交付します。

1

事業費

政策１　豊かな産業のあるまちづくり

政策１　豊かな産業のあるまちづくり

財源内訳

産業課

【事業概要・目的】

子育て世帯定住促進事業 企画課

事業費

商店街活性化イベント事業

【事業概要・目的】

2

財源内訳

施策4：地元の商業力向上と地場産業の支援 

施策5：移住促進と定住支援 

■都留市子育て世帯定住促進奨励金交付金（平成24年度～） 

 

■第4回じょいつる市場の様子（H28.5.8） 
 平成28年度は5月、8月、11月に計3回実施しました。 

  ■山梨テクノICTメッセ2016 
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 2,000

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 2,000

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

800 800

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,192 120 1,072

結婚相談事業5

【事業概要・目的】

　実績と信頼のある市委嘱の結婚相談員により結婚相談所の
開設と日常的な結婚相談を実施します。さらに、広域的に交
流や情報交換を行うことで、相談者がベストパートナーを探
すことができるように出会いの場を提供します。
　平成29年度は、前年度に引き続き、結婚を希望する男女の
出会いの場として、ふれあいパーティーを開催します。

事業費
財源内訳

企画課

　市内の空き家で、所有者が利活用してほしい意向のある物
件に対し、市の「空き家バンク」への登録、売買又は賃貸借
契約の締結を条件として、住宅の内装や外壁等のリフォーム
に係る費用を補助します。（費用の1/2、50万円を限度）

事業費
財源内訳

2 空き家活用事業

【事業概要・目的】

　人口の東京一極集中を是正し、定住人口の増加を図ること
を目的とする「まち・ひと・しごと創生」の趣旨に鑑み、本
市に住みながら、JR大月駅を起点に東京方面に75km以上の
距離を電車で通勤をしている方に、最大で3年間、月額１万円
の補助金を交付します。また富士急行線を利用している方は
月額5千円を加算して交付します。

事業費
財源内訳

事業費
財源内訳

市民課

　人口減少や地域の活力の衰退という課題に対し、これから
の社会の中心を担う本市にゆかりのある30歳の方々が交流を
持つ場を提供することで、地域の魅力の再発見や、これから
の市の姿を考えるきっかけとします。

3 快適遠距離通勤補助事業 企画課

【事業概要・目的】

【事業概要・目的】

4 ３０歳同窓会開催事業 企画課

■都留市空き家リフォーム事業補助金（平成27年度～） 

■平成２７年度３０歳同窓会の様子 

改修前 

改修後 

■ふれあいパーティーの様子 

■都留市快適遠距離通勤補助金（平成27年度～） 
  都留市に住所を有し、鉄道を利用して遠距離通勤を
する方に対し、補助金の交付を行っています。 
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,927 2,927

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

407,464 102,100 213,000 7,600 84,764

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

93,215 15,986 35,500 41,729 0

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

34,033 24,622 9,411

【事業概要・目的】

2/13依頼

4 避難路沿道建築物耐震支援事業 建設課

　大規模災害時に県が指定する緊急輸送路において、沿道の
家屋が倒壊した場合、緊急車両等の通行を妨げ、多数の人の
円滑な避難が困難になる恐れがある建築物の耐震化を支援し
ます。
　平成29年度は、前年度に引き続き、該当する避難路沿道建
築物に係る耐震診断、耐震設計、耐震改修に補助金を交付し
ます。

事業費
財源内訳

建設課

【事業概要・目的】

事業費

3

財源内訳

公営住宅施設改修事業

2 市道整備事業

政策２　快適で機能的なまちづくり

建設課

事業費

【事業概要・目的】

　地球温暖化に影響を及ぼすCo2の削減、消費電力の大幅
カットにより電気料を削減するため、市役所庁舎の照明を高
輝度、高寿命のLEDに変更します。
　平成2９年度は、４年計画の２年目で本庁舎２階フロア及
び北別館、第二北別館の計１３３台の交換を実施します。

財務課

　幹線道路との効果的な接続を行い、交通の円滑化を図るた
め、計画的な道路整備を行うとともに、市内通学路等の整備
も行います。
　平成29年度は、道路改良事業として、道路改良工事（９
件）を行い、快適な生活環境を創出します。
　道路維持補修事業として、道路舗装工事等（18件）を行
い、市民の生活環境の向上を図ります。

事業費
財源内訳

【事業概要・目的】

　既設市営団地の老朽化による施設修繕、給水管改修などの
施設整備の充実を図ります。
　平成29年度は、鹿留団地1号棟・3号棟外壁補修工事、権
現原団地給水管布設替工事を実施します。

1 公共施設蛍光管ＬＥＤ化事業

財源内訳

施策1：効率・効果的なインフラの維持・保全 

■平成２８年度にＬＥＤ化された市役所庁舎１階 

  ■Ｈ28年度実施 鹿留団地2号棟 

改修前 

改修後 

■Ｈ２８実施  能宮原線支線15号外1路線舗装

■耐震診断の義務化対象道路 

 (1)国道139号線 

 (2)県道四日市場上野原線 

 (3)県道都留インター線 

 (4)県道都留道志線 
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

15,000 7,700 7,300

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,930 5,930

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

69,400 33,000 28,800 7,600

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

112,270 112,270

【事業概要・目的】

　市の管理する橋梁２０１橋（2m以下を除く）を5年間の周
期で点検調査を行い、橋梁の安全性・信頼性を確保します。
　平成29年度は、３９橋の点検を実施します。

5 建設課

【事業概要・目的】

　道路整備や河川改修に合わせた橋梁の整備と、老朽化した
橋梁の長寿命化を図るため、「橋梁長寿命化修繕計画」に基
づき、改修を行います。
　平成2９年度は、サンタウン玉川線（石運橋）耐荷補強工
事を行います。

事業費

財源内訳

市道橋梁点検事業

7 橋梁修繕事業 建設課

事業費
財源内訳

事業費

8 土地開発公社経営健全化事業 財務課

【事業概要・目的】

　土地開発公社が先行取得した土地を計画的に買戻し、土地
開発公社の経営健全化に取り組んでいます。６カ年計画（平
成25年度～30年度）で総額624,000千円を予定していま
す。
　平成2９年度は、６ヵ年計画の５年目で、都留市法能731-
2外4筆を再取得します。

財源内訳

　市内全農地の現地調査及び基礎調査を行い、筆ごとに農振
農用地とするべきか検討をし、都留市農業振興地域整備計画
の総合的な見直しを実施します。

財源内訳

事業費

6 農業振興地域整備計画の総合的見直し 産業課

【事業概要・目的】

■耕作放棄地 

 ■耕作地 

■先行取得した土地を６ヵ年計画で再取得します。 

■工事予定の石運橋 

■市道橋梁点検作業の様子 

【６カ年計画】 624,000千円

平成28年度 110,000千円

平成29年度 112,000千円

平成30年度 86,000千円

平成25年度 95,000千円

平成26年度 110,000千円

平成27年度 111,000千円
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

39,500 4,565 25,700 9,235

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

36,580 15,000 15,700 5,880

【事業概要・目的】

　組合施行による、約10haの土地区画整理事業を実施し、公
共施設の整備改善等により新市街地の拡大と宅地の利用促進
を図り、都市産業基盤を整備します。
　平成29年度は、井倉九鬼線支線2号外7路線舗装工事、水
路整備工事、公園整備工事を実施します。

事業費

【事業概要・目的】

　憩いの場である公園の整備など適正な都市基盤を整備します。
　平成29年度は、「公園施設長寿命化計画」に基づき、都留市総合
運動公園（楽山球場）の改修工事を行います。

事業費

政策２　快適で機能的なまちづくり
1 井倉土地区画整理事業 建設課

財源内訳

財源内訳

2 総合運動公園（楽山球場）改修事業 建設課

施策2：計画的な土地利用 

■井倉土地区画整理事業全体図

■工事を予定している総合運動公園（楽山球場）

■都市公園一覧表

楽山公園 サン玉川公園

城南公園 富士見坂公園

楽山風致公園 二ノ側公園

玉川公園 三ノ側公園

都留市総合運動公園
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リーディング
プロジェクト

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

500 500

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

500 500

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

125,720 23,613 102,107

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,671 1,332 3,339

Ⅱ　育みます！優しさと元気のまち　（福祉・子育て・健康分野）
政策１　地域の中で子どもが健やかに育つまちづくり

2 マタニティタクシー利用助成事業 健康子育て課

【事業概要・目的】

　妊婦の不安を解消し、安心、安全な出産を支援することに
より、安心して子どもを産み育てることができる環境づくり
を推進します。
　平成２９年度は、指定タクシー業者以外のタクシー利用を
可能とするとともに里帰り地等（市外）でのタクシー利用料
についても助成します。また、利用回数を入院時及び退院時
の２回に拡充します。

事業費
財源内訳

3 すこやか子育て医療費助成事業 健康子育て課

【事業概要・目的】

　小児及び子どもの医療費を助成することにより、疾病の早
期発見及び早期治療を促進するとともに、子育てに伴う保護
者の経済的負担の軽減を図り、小児等の健全な育成及び安心
して生み育てることができる環境づくりを推進します。
　平成29年度は、医療費助成の対象年齢をこれまでの15歳
以下から18歳以下に引き上げます。
（ただし新規分については、償還払方式により助成）

事業費
財源内訳

4 ファミリー・サポート・センター推進事業 健康子育て課

【事業概要・目的】

　地域において、育児の援助を受けたい者（依頼会員）と育
児の援助を行いたい者（提供会員）による会員組織を設立
し、会員同士が育児に関する相互援助活動を行うことによ
り、子育てと就労等の両立を推進し児童の福祉の向上を図り
ます。
　平成29年度は、前年度に引き続き、利用者の就労支援・経
済的支援として利用料助成を行います。

事業費
財源内訳

1 すこやか子育てサークル活動支援事業 健康子育て課

【事業概要・目的】

　子育て世代にとって、子育てしやすいまちづくりを推進
し、定住人口の増加を図ります。
　平成29年度は、「すこやか子育てサークル活動支援事業費
補助金」を新設し、市内で活動している子育てサークル団体
に対し、その活動費について10万円を上限に事業費の1/2を
補助します。

事業費
財源内訳

施策1：地域における子育て支援の推進 

■ファミサポ交流会の様子

■子育てサークルの活動の様子
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

49,972 33,869 16,103

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,568 3,568

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

833,460 433,598 155,166 244,696

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

296 145 151

政策２　地域の中で子どもが健やかに育つまちづくり

1 マタニティークラスの充実 健康子育て課

【事業概要・目的】

　妊娠期に抱える問題を解消し、安全・安心なお産を迎えることが
できるよう産前・産後包括支援事業のグループ支援、子育てほっと
ステーション事業などさまざまな支援をしていきます。

平成29年度は、マタニティークラスをこれまでのコース開催では
なく、１回ごとの開催に変更し、参加しやすいようにします。ま
た、新規クラスとして、要望の多かった温活クラスやヨガ教室等を
開催します。

事業費
財源内訳

5 放課後児童クラブ(学童保育)の充実 健康子育て課

2/14依頼　17正午まで

【事業概要・目的】

　労働等により保護者が昼間いない家庭の小学校児童に対し
て、地域のニーズに応じ、放課後等に適切な遊び及び生活の
場を与え、子どもの健全な育成を図るため運営費の補助を行
います。
　平成29年度は、前年度に引き続き、11クラブに対し運営
費補助を行います。

事業費
財源内訳

1 保育料負担の軽減 健康子育て課

【事業概要・目的】

　本市は、少子化対策、人口増加策として、保育料は他市町
村に比べ低く設定しており、保育を希望する子育て世帯の経
済的負担を軽減しています。今後もこの方針を継続し更なる
保育環境の充実に取り組みます。
　平成29年度は、前年度に引き続き、国の保育所等の利用者
負担軽減及び県が推進している3歳未満児第2子以降無料化事
業を国・県とともに実施します。

事業費
財源内訳

政策３　地域の中で子どもが健やかに育つまちづくり

6 要保護児童対策地域協議会調整機関の強化 健康子育て課

【事業概要・目的】

　児童福祉法の改正に伴い、要保護児童対策地域協議会調整
機関の強化が義務付けられました。
　平成29年度は、要保護児童等に対し、迅速に支援を開始す
ることができるよう関係機関と更なる情報の共有化をしてい
きます。

事業費
財源内訳

■禾生第一小学校地区「あおぞら教室」の様子

■宝保育所での子供たちの様子

施策３：子ども・保護者に対する健康の確保・増進 

施策2：保育の充実 

■要保護児童対策地域協議会ネットワークのイメージ
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

52 18 34

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,415 2,486 929

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,500 3,500

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

500 293 207

1 認知症カフェ開設事業 長寿介護課

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　認知症カフェを開設し、認知症患者やその家族が気軽に立
ち寄ることのできる場を設けることにより、若年性認知症患
者等の通いの場を確保するとともに、家族の介護負担の軽減
を図ります。

事業費
財源内訳

4 不妊治療費助成事業 健康子育て課

【事業概要・目的】

　医療保険が適用されず高額な特定不妊治療をしている不妊
に悩む方に対し、経済的負担を軽減するため、県の助成に加
え市独自に助成を行っています。
　平成29年度は、前年度に引き続き、特定不妊症治療費助成
金について、1回15万円を限度に助成し、一般不妊治療（タ
イミング療法、人工授精、薬物療法等）を行っている夫婦に
対しても年10万円を限度に助成します。

事業費
財源内訳

政策２　一人ひとりがやりがいと生きがいの持てるまちづくり

2 各種子育てセミナーの実施 健康子育て課

2/14依頼　17正午まで

【事業概要・目的】

　子育てを母親一人で抱え込まないために、父親の理解や祖
父母などの身近な支援者との関係について理解を深めてもら
うよう子育てに関する情報を発信します。
　平成29年度は、前年度に引き続き、「各種子育てセミ
ナー」や「パパの子育てセミナー」を開催します。

事業費
財源内訳

3 子育て世代包括支援センター事業 健康子育て課

2/14依頼　17正午まで

【事業概要・目的】

　平成２８年度に、妊娠期から子育て期にわたるまでの様々
なニーズに対して総合的相談支援を提供する「子育て世代包
括支援センター」を設置しました。
　助産師が全ての妊産婦等の状況を継続的に把握し、必要に
応じた子育て支援を実施します。

事業費
財源内訳

■「特定不妊症治療費助成金」は平成28年度より拡充
■「一般不妊治療費助成金」は平成28年度に創設しました。

施策1：地域福祉の啓発と充実 
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,844 1,663 1,181

リーディング
プロジェクト

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,000 2,000

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,400 1,275 952 1,173

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,300 863 644 793

生活支援サービス体制整備事業 長寿介護課

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って在宅生活を継
続するために必要となる多様な生活支援・介護予防サービス
の提供体制を整備します。生活支援コーディネーターによる
支援ニーズとサービスのコーディネートにより、サービス提
供者と連携して支援体制の充実・強化を図ります。

事業費
財源内訳

3 介護支援ボランティアポイント事業 長寿介護課

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　給食サービスの配食ボランティアや介護サービス事業所等で
ボランティア活動を行う高齢者に対して、「わくわくカード」
にポイントを付与することにより、「健康づくり」と「生きが
いづくり」につなげるとともに、住民同士のつながりのある地
域づくりを推進します。

事業費
財源内訳

1 介護人材確保支援事業 長寿介護課

【事業概要・目的】

　介護サービス等の質の維持・向上及び市内における雇用機
会の拡大を図るため、介護従事者の研修費用を助成する事業
所又は介護職場未経験者等を新たに雇用する事業所に補助金
を交付し、介護人材の確保を支援します。

事業費
財源内訳

2

政策２　一人ひとりがやりがいと生きがいの持てるまちづくり

2 元気な都留市「いーばしょ」づくり事業 長寿介護課

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　地域住民が支え合うまちづくりを推進し、高齢者同士又は
多世代交流をするため、自治会館等の既存施設、空き家、空
き店舗等を活用し、自治会等が主体的に運営する居場所づく
りの整備を支援します。

事業費
財源内訳

■元気な都留市「いーばしょ」づくり事業補助金
（平成27年度～）

施策2：高齢者福祉の充実と健康寿命の延伸 
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

32 19 13

担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

3,510 3,510

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

45,026 1,380 43,646

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

9,739 9,739

政策２　一人ひとりがやりがいと生きがいの持てるまちづくり
1 障害者計画・第5期障害福祉計画の策定 福祉課

【事業概要・目的】

　都留市の基本理念である「市民の誰もが相互に人格と個性
を尊重しながら共に生きるまち」の実現に向け、障害者総合
支援法に基づく障害福祉サービスの提供体制の確保や適正化
を図ります。
　平成29年度は、アンケート調査を基に障害者計画・第5期
障害福祉計画（計画期間：平成30年～平成32年）の策定を
します。

事業費
財源内訳

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　認知症高齢者が、外出したまま帰宅できなくなることを防
止するため、靴の中にも入れられる小型GPS導入費用を助成
し、徘徊高齢者等の早期発見や安全確保、介護者の負担軽減
を図ります。

事業費
財源内訳

3 高齢者見守り支援事業 長寿介護課

1 健康診査、検診科目の充実 健康子育て課

【事業概要・目的】

　病気の早期発見・早期治療を図り、市民の健康増進を図る
ため、総合健診として、特定健診と各種がん検診の同日実施
やレディース検診（子宮頸がん・乳がん・骨粗鬆症）を実施
しています。
　平成29年度は、新たな健康診査項目として慢性腎臓病（Ｃ
ＫＤ）の早期発見につながる「eＧＦＲ」を追加します。

事業費
財源内訳

政策３　はつらつとして暮らせるまちづくり

2 健康ポイント事業
長寿介護課・
健康子育て課

【事業概要・目的】 【一般会計・介護保険事業特別会計】

　昨年度から高齢者の介護予防、健康づくりを支援するた
め、市主催の介護予防教室などの介護予防事業に参加する高
齢者につるポイント店会発行の「わくわくカード」にポイン
トを付与する事業を実施しています。

平成29年度は、対象者を20歳以上に広げ、若年世代にも
各種健診や健康教室等に参加してもらうことより、全ての市
民が健康でいきいきした生活を送れるよう支援します。

事業費
財源内訳

小型GPSを靴に入れておくことで、

早期発見が可能になります。

施策1：ライフステージに応じた健康づくり 

■いきいきプラザ都留におけるバス健診

■健康教室の様子

施策3：障がい者の自立と社会参加の支援 

■第4期計画（Ｈ27年～Ｈ29年）
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

169,928 100,000 69,928

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,565 915 650

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,500 1,500

4 健康科学大学入学奨励補助金 健康子育て課

【事業概要・目的】

　健康科学大学と連携し、市内の看護師不足の解消を図り、
長期的な人材確保策を推進します。
　平成2９年度は、前年度に引き続き、健康科学大学看護学
部に入学する市民に対し、入学金（30万円）の２分の１を助
成します。

事業費
財源内訳

3 在宅医療・介護連携推進事業 長寿介護課

【事業概要・目的】 【介護保険事業特別会計】

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、在宅
医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護サー
ビス事業者等の連携強化を推進していきます。
　平成29年度は、医療機関や介護サービス事業所などの所在
地やサービス内容を掲載されている地図を作成し、配布しま
す。

事業費
財源内訳

政策３　はつらつとして暮らせるまちづくり

2 産科分娩の再開 市立病院

【事業概要・目的】 【病院事業会計】

　平成19年度をもって休止となっている分娩が、平成30年
度に再開されることから、施設整備を行っていきます。
　平成29年度は、再開に向け、分娩に必要な医療器材等を整
備していきます。

事業費
財源内訳

1 看護師確保対策 市立病院

【事業概要・目的】 【病院事業会計】

　市立病院経営の安定化及び患者へのサービスの向上と、入
院基本料（入院患者に対する看護師の数）を適正化するた
め、看護師の確保を行います。
　平成29年度は、前年度に引続き、看護師就労に対する助成
制度等をＰＲし、看護師確保に努めます。

事業費
財源内訳

施策2：地域医療体制の充実 

■健康科学大学看護学部入学奨励補助金を助成します。
（平成28年度～）
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,007,143 1,007,143

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

460,871 460,871

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

37,138 10,333 21,000 5,805

大学コンソーシアムつる 企画課

政策１　知の資源と連携したまちづくり
1 公立大学法人都留文科大学運営費の支援 企画課

【事業概要・目的】

　地方独立行政法人法第42条に基づき、本市が設置している
公立大学法人都留文科大学に対して、運営費交付金を交付
し、教育施策の充実を図ります。
　

事業費

　山梨県南都留合同庁舎の土地を公立大学法人都留文科大学
のキャンパスとして拡張するため、合同庁舎の移転先として
田原二丁目の用地約4千平方メートルを確保します。
　平成2９年度は、造成工事および家屋事前調査等を行いま
す。

事業費

Ⅲ　輝かせます！学びあふれるつるのまち　（教育分野）

1 公立大学法人都留文科大学用地拡張事業 企画課

2

【事業概要・目的】

【事業概要・目的】

　市内に立地する公立大学法人都留文科大学、健康科学大学、山梨
県立産業短期大学との連携を図り、すべての市民が利用できる質の
高い生涯学習プログラムを提供し、「学びあふれるまち」にしま
す。
　平成29年度は、(仮称)スリーキャンパス交流促進プロジェクト
チームを設置し、市と3大学の若手職員を中心に事業を検討してい
きます。

事業費

1 小中学校学校整備事業

政策１　知の資源と連携したまちづくり

政策２　生きる力を育む学校教育のまちづくり
学校教育課

【事業概要・目的】

　市内小中学校校舎等における非構造部材（天井、照明、窓ガラ
ス、吊り式テレビ等）の耐震化調査・設計及び改修工事を実施
し、地震による落下物や転落物から子どもたちを守ります。
　平成29年度は、宝小学校（校舎等）及び禾生第一小学校（体
育館）の、吊り照明・未対策天井吊り器具の改修、窓ガラス（強
化ガラス）改修を実施します。

事業費
財源内訳

施策2：知の拠点である大学と地域の魅力づくり 

施策1：大学を核とした教育施策の充実 

■代替地の様子

■イメージキャラクターのコンつるくんとツルシアちゃん

■現在の合同庁舎

施策1：魅力ある教育環境の整備 

■宝小学校校舎及び禾生第一小学校体育館 
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リーディング
プロジェクト

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,732 6,732

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

2,069 2,069

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

24,010 24,010

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

544 181 363

2 小中学校ＩＣＴ教育環境整備事業 学校教育課

2/13依頼中

【事業概要・目的】

　平成32年度に改訂される学習指導要領から、ＩＣＴを活用
した学習活動等の充実が明記されており、それに向けた教育
環境の整備を進めていきます。
　平成2９年度は、小学校の無線ＬＡＮ環境構築工事に係る
設計業務及びハイブリッドパソコンを導入していきます。

事業費
財源内訳

3 学生アシスタント・ティーチャー事業 学校教育課

【事業概要・目的】

　都留文科大学の教員志望の学生を「学生アシスタント・
ティーチャー（ＳＡＴ）」として市内小中学校に配置し、子
ども中心のきめ細かな指導を一層充実させるとともに、大学
における教師教育の深化・発展を図ります。
　平成29年度は、前年度に引き続き、より充実したプログラ
ムを構築し、事業を実施します。

事業費
財源内訳

4 少人数指導学習の充実 学校教育課

【事業概要・目的】

　小中学校に市費負担教員(９名)を配置し、少人数による授業
や学級編成、チームティーチングによるきめ細やかな指導を
実施し、児童・生徒の学力の向上を図ります。
　平成29年度は、前年度に引き続き、学力向上フォローアッ
プ事業(放課後及び休日を利用した学習指導)も実施し、学習
習慣の定着を目指します。

事業費
財源内訳

政策２　生きる力を育む学校教育のまちづくり
1 学校運営協議会事業 学校教育課

【事業概要・目的】

　保護者・地域住民が学校運営に参加し、子どもや学校の抱
える課題解決を図るとともに組織全体の総合力を高めるた
め、旭小学校をコミュニティ・スクールに指定し、学校運営
協議会を設置しています。
　平成29年度は、前年度に引き続き、旭小学校において学校
のあり方や体制作りなどの研究を実施します。

事業費
財源内訳

施策2：家庭・地域・学校の連携 

■SATによる授業の様子

■先進校視察の様子

■市担教員による授業の様子

■ハイブリットパソコンを利用した授業のイメージ
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,302 2,868 1,434

リーディング
プロジェクト

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

360 360

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

33,845 18,200 15,645

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,148 10,148

【事業概要・目的】

　市民参加型ロードレース「リニアと翔る都留ロードレース
大会」を開催し、「ひと集い　学びあふれる　生涯きらめき
のまち　つる」を目指す本市において、多くの人が集い、心
豊かに暮らし、元気に輝き、市民スポーツの振興及び地域の
活性化を図ります。
　平成29年度は、第2回リニアと翔る都留ロードレースを開
催します。

事業費
財源内訳

2 リニアと翔ける都留ロードレース開催事業 生涯学習課

政策３　地域の教育力を高める生涯学習のまちづくり

　放課後や週末・夏休み・冬休み等に学校施設やその周辺の
公共施設等を活用して、子どもたちの安心・安全な活動拠点
（居場所）を設け、学童保育や都留文科大学と連携し、地域
の方々との交流や様々な体験活動を行うことにより、子ども
たちの健全育成を図ります。

事業費

陸上競技会をはじめ、各種スポーツ大会で利用されている
やまびこ競技場の施設改修を、平成29年度より5ヶ年計画に
て実施します。
　平成29年度は、トラックの一部のオーバレイや砲丸投げの
クレイ等の改修及び競技備品等の購入を行います。

事業費
財源内訳

財源内訳

2 放課後子ども教室の充実 生涯学習課

【事業概要・目的】

1 総合運動公園（やまびこ競技場）改修事業 生涯学習課

【事業概要・目的】

政策３　地域の教育力を高める生涯学習のまちづくり

　都留市中央公民館は、「学び・交流・まちづくり」の拠点
として、現在、4教室、36学級、３年制の「はつらつ鶴寿大
学」において、多くの方たちが生涯学習の場として学んでい
ます。
　平成2９年度は、新たに「心と脳をいきいきサークル」、
「社交ダンスチェリー」、「琴の音」の3学級が新設されま
す。

事業費
財源内訳

1 公民館学級の充実 生涯学習課

【事業概要・目的】

施策1：生涯学習の推進 

■禾二小
禾二っ子クラブ
「正月飾りを作ろう！」
の様子

■都留っ子ワクワク
子ども教室
「ペットボトルロケット
を飛ばそう。」の様子

■やまびこ競技場

■昨年開催された第1回都留ロードレースの様子

■公民館まつりの展示の様子

■都留シルバーコーラス学級 

施策2：スポーツの振興 
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,723 10,723

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,759 501 900 358

【事業概要・目的】

　県の史跡に指定されている勝山城跡の本丸法面は、雨水な
どにより崩落土が遊歩道に流出しているため、登山者の安全
確保及び史跡保護のため、法面の修復を行い、安心して歩行
できるようします。

事業費
財源内訳

【事業概要・目的】

　平成８年にオープンした都の杜うぐいすホールは、施設の
各種設備の老朽化が進み、音響・照明・舞台機構設備、外壁
等の大規模改修が必要な時期を迎えているため、年次計画に
基づき修繕・改修を行います。
　平成2９年度は、大ホール照明設備修繕、小ホール音響設
備修繕、平面駐車場照明修繕等を実施します。

事業費
財源内訳

政策３　地域の教育力を高める生涯学習のまちづくり
1 都の杜うぐいすホール改修事業 生涯学習課

2 勝山城跡法面修復事業 生涯学習課

施策3：魅力あふれる歴史・文化の保護・育成・発信 

■都の杜うぐいすホール大ホール

■勝山城崩落箇所の様子
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

682 682

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,789 1,212 5,577

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

239,384 120,000 119,384

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

210,400 79,870 110,000 20,530

1 上水道整備事業 上下水道課

【事業概要・目的】 【水道事業会計】

　安全で安定した上水道の整備・普及などにより、市民生活
の生活環境と衛生度の向上に努めます。
　平成29年度は、法能宮原線配水管布設替工事外15箇所を
実施し、老朽管の布設替及び耐震管の整備等を実施します。

事業費
財源内訳

政策２　快適で潤いのある生活を送れるまちづくり

2 下水道整備事業 上下水道課

【事業概要・目的】 【下水道事業特別会計】

　安全で安定した下水道の整備・普及などにより、市民生活
の生活環境と衛生度の向上に努めます。
　平成29年度は、下水道管渠布設工事（5件）、舗装復旧工
事（5件）を実施します。

事業費
財源内訳

2 環境保全対策事業 地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　　市民との協働や啓発活動などにより、美しいまちをつくる市
民意識の醸成に努めます。
　平成29年度は、市の観光名所「太郎・次郎滝」周辺の水路に
除塵設備を設置します。また、前年度に引き続き、河川環境保全
イベントを開催し、人と自然が共生するまちづくりを実現してい
きます。

事業費

Ⅳ　繋ぎます！人と自然がいつまでも輝くまち　（生活・環境分野）
政策１　いつまでも美しいまちづくり
1 環境教育推進事業 地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　都留市環境基本条例に基づき、小・中学生を対象とした環
境教育及び環境学習を推進していきます。
　平成29年度は、小学生を対象にした環境保全図画コンクー
ルの実施、環境啓発事業等を行っていきます。

事業費

施策1：環境保全意識の醸成 

施策1：利便・快適な住環境の整備 

■下水道供用開始区域

■水道管布設工事の様子

■家中川クリーンプロジェクトの様子（H28.11.13)

■幼稚園児が作成したモニュメント（家中川）
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,549 1,000 4,549

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,246 1,246

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,000 4,000

リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

20,351 20,351

政策２　快適で潤いのある生活を送れるまちづくり
1 生活交通確保対策事業 地域環境課

【事業概要・目的】

　利便性の高い暮らしの実現に向けた、公共交通の実現を図
ります。また、この過程において、規制の枠に捉われない新
たな仕組みや仕掛けについても検討し、持続可能な公共交通
を目指します。
　平成28年11月より新たに「道の駅つる線」の運行が開始
され、地域住民との交流や利用者の増加により都留市の活性
化が期待されます。

事業費
財源内訳

政策２　快適で潤いのある生活を送れるまちづくり
1 省エネ住宅促進事業 地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　本市の自然豊かな環境にやさしいまちづくりを推進していくた
め、地球温暖化の原因とされる温室効果ガスの削減に配慮した環
境共生住宅の普及と市民の皆さんの自主的な環境保全活動を支援
するため、自己の居住する住宅に自然エネルギー発電システム及
び省エネルギー機器の設置者に補助金を交付しています。

事業費
財源内訳

政策２　快適で潤いのある生活を送れるまちづくり
1 定式 建設課

【事業概要・目的】

　豊かな自然環境と、城下町という由緒ある歴史文化が調和
した景観を創造するための市民意識を醸成し、共有すること
で、住むことに誇りの持てる住環境を創出します。
　平成29年度は、前年度に引き続き、江戸時代（寛永１３
年）から続く、定式により河川の清掃を行い、水路堆積土砂
撤去作業の推進を図ります。

事業費
財源内訳

3 空家等対策推進事業 地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　空家等対策の推進に関する特別措置法及び都留市空家等対策の推
進に関する条例に基づく空家等対策を推進し、市民の生命・財産の
保護及び生活環境の保全を図ります。
　平成29年度は、空家の除却に要する経費を補助する「管理不全空
家等地域活性化除却事業補助金」及び地域活性化のため空家のリ
フォームに要する経費を補助する「空家等活用地域活性化拠点整備
事業補助金」を新設します。

事業費
財源内訳

施策2：美しい景観意識の醸成と共有 

施策3：地球温暖化対策と自然エネルギーの普及 

施策4：適切で効率的な公共交通の選択と整備 

■市内循環バス（新路線「道の駅つる線」）

■女川で実施した定式の様子

■都留市住宅用自然エネルギー

  及び省エネルギー機器設置費補助金（平成23年度～） 

■空家等現地調査の様子
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

150 150

リーディング
プロジェクト

【新規】 担当部署

財源内訳
国県支出金 地方債 その他 一般財源

17,950 17,900 50

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,351 1,351

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

5,885 5,885

防災行政無線デジタル化整備事業 総務課

2/14依頼

【事業概要・目的】

　既存の防災行政無線（アナログ式）は、整備から相当の年数
が経過しており、老朽化していることからデジタル式への更
新を行い、災害時における迅速な情報伝達手段を確保しま
す。
　平成29年度は、次年度以降に予定している整備工事に向け
て、調査・設計業務を実施します。

事業費

【事業概要・目的】

　市では、災害発生時における高齢者や障害者など、自力で
避難することが困難な方々を把握するために「避難行動要支
援者名簿」を整備しています。
　平成２９年度よりシステムを導入することにより、名簿だ
けでなく地図、要支援者の個別の避難計画も作成することが
でき、災害時において、より安全・迅速な避難が出来るよう
になります。

事業費
財源内訳

事業費
財源内訳

政策１　安全・安心のまちづくり
1 防災組織力強化支援事業 総務課

【事業概要・目的】

4 避難行動要支援者名簿システムの導入 福祉課

　地域の防災力を高めるため、防災意識の向上、地域間の連
携、防災リーダー等の育成支援を行います。
　平成29年度は、地域防災の担い手となる避難所運営リー
ダー育成のための養成講座の実施や地域の防災活動への女性
の参加・参画を促し、女性防災リーダーの育成等の男女共同
参画の視点を生かした取り組みを進めます。

事業費
財源内訳

3 防災体制（富士山火山災害）の充実 総務課

【事業概要・目的】

　自然災害防止事業の推進や、「公助」としての役割を果た
すための体制を整備していきます。
　平成29年度は、前年度に策定した「都留市富士山火山避難
計画」を、市ホームページ等に掲載し、市民への周知・啓発
を行っていきます。

Ⅴ　紡ぎます！人と人のつながりのまち　（安全・安心、コミュニティ分野）

2

施策1：地域防災力・減災力の強化 

■避難行動要支援者を想定した防災訓練の様子

■都留二中避難所での訓練の様子
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

40,699 14,551 19,500 6,648

【拡充】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,192 1,192

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,880 6,880

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

7,101 640 6,461

2 非常用食料備蓄事業 総務課

【事業概要・目的】

事業費
財源内訳

政策１　安全・安心のまちづくり
消防課

　市は、現在、災害時における非常用食料として9,000食を
備蓄していますが、全国各地での災害事例から大規模災害時
には、食料の不足が想定されることから、今後5ヶ年計画で現
在の倍にあたる18,000食の備蓄を行います。
　平成29年度は、年次計画に基づき非常用食料（アルファ
米）3,600食と飲料水3,600本を購入します。

事業費
財源内訳

地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　児童や生徒の通学路対策や、高齢者や障害者の交通の安全
を確保するため、市民、事業所、行政などが協力し、交通安
全対策を推進します。
　平成29年度は、前年度に引き続き、啓発活動及び事故防止
対策街頭指導等について、交通指導員、一般交通指導員を中
心に展開します。また、違法駐車防止パトロール、PR活動等
の事業も進めていきます。

事業費

1 LED防犯灯設置推進事業 地域環境課

政策１　安全・安心のまちづくり

1 救急車両整備事業

　市民の人命を守るため搬送体制の充実や、高度救急用資機
材を整備し機動的かつ横断的に対応できる体制を強化してい
きます。
　平成29年度は、高度救急用資機材を装備した高規格救急車
に更新し、救急体制の強化のみならず、災害時にも対応した
体制作りを行います。

2/14依頼

【事業概要・目的】

政策１　安全・安心のまちづくり

財源内訳

【事業概要・目的】

　市民が安心・安全で快適に暮らせる生活環境の実現を図る
ため、全市的に省エネルギー・省資源のＬＥＤ防犯灯の設置
を促進します。
　平成29年度は、前年度に引き続き、市内自治会に対して補
助金の交付し、LED化を促進していきます。

事業費
財源内訳

1 交通安全対策の推進

施策2：災害対策及び消防救急の充実 

施策3：防犯対策の推進 

施策4：交通安全対策の推進 

■第20回交通安全パレードの様子（H28.4.9)

■高規格救急車と高度救急用資機材

■本庁舎の備蓄倉庫
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【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

145,728 119,600 26,128

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

583 583

リーディング
プロジェクト

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

234 234

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

27 27

2/13依頼

【事業概要・目的】

　市民の方々の、市政に関する提案や改善要望などを反映で
きるよう、広聴の窓口を明確化し、幅広く意見を募集しま
す。
　平成29年度は、前年度に引き続き、ふれあい集会を開催
し、市民を対象に市長、職員等が集会所等に出向き、意見の
聴取・交換を実施します。

事業費
財源内訳

政策２　個々の役割を持ち、だれもが必要とされるまちづくり
1 ふれあい集会の開催 総務課

政策２　個々の役割を持ち、だれもが必要とされるまちづくり
1 シティプロモーションの推進 企画課・総務課

【事業概要・目的】

　観光客・定住人口の増加、企業誘致等を目的として、本市のイメー
ジを高め、知名度を向上させるシティプロモーションを推進していき
ます。
　平成29年度は、（仮称）都留市シティプロモーション戦略を策定
し、市内外に市の魅力や政策を効果的に宣伝していきます。その一
環として、無人航空機（ドローン）により、観光資源をこれまでと
は違う角度から撮影し、市のPRをしていきます。

事業費
財源内訳

政策2　個々の役割を持ち、だれもが必要とされるまちづくり
1 宝地域コミュニティセンター整備事業 市民課

財源内訳

財源内訳

【事業概要・目的】

　公共施設を取りまく社会環境や市民ニーズの変化に適切に対応
し、より質の高いサービスを提供していくために、公共施設等総合
管理計画に基づき、宝地域コミュニティセンターの建て替えを実施
します。
　平成29年度は、平成30年度からの供用開始に向けて現在の宝地
域コミュニティセンターと宝公民館の解体工事及び両施設の機能を
集約化した施設の建設工事を実施します。

事業費

2 20年後の成人式開催事業 生涯学習課

【事業概要・目的】

　平成10年1月に開催予定の成人式が大雪により中止になっ
た際、20年後の平成30年1月に成人式を開催することが決定
しました。今年40歳となる方々が中心となり、20年後の成
人式を開催します。

事業費

■平成28年度の成人式の様子

施策1：まちの担い手の発掘・育成と地域コミュニティの強化 

■宝地域コミュニティセンター完成予想図

施策2：市政情報提供手法の充実・多角化 

■第31回ふれあい集会（H28.8.25はつらつ鶴寿大学）

施策3：市民提案・要望窓口の明確化 
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リーディング
プロジェクト

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,039 1,039

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,019 1,007 12

政策２　個々の役割を持ち、だれもが必要とされるまちづくり
1 国際交流事業 総務課

【事業概要・目的】

　広い視野をもった若手の人材育成に努めるとともに、市民
の国際理解と国際感覚を養うため国際交流事業を推進しま
す。
　平成29年度は、姉妹都市であるヘンダーソンビル市へち
びっこ海外使節団を派遣し、国際交流を通じて市民の国際化
意識の高揚を図ります。

事業費
財源内訳

政策２　個々の役割を持ち、だれもが必要とされるまちづくり
1 ワーク・ライフ・バランスの推進 地域環境課

2/13依頼

【事業概要・目的】

　結婚・出産・子育ての希望を実現する上で、仕事と子育て
を両立できる「ワーク・ライフ・バランス」の考え方を広く
普及・啓発します。
　平成29年度は、前年度に行った市内企業を対象とした
「ワーク・ライフ・バランスに対する調査」の結果を踏ま
え、企業の働き方の改革につながる施策を検討します。

事業費
財源内訳

■平成28年度は公式訪問団を派遣しました。

施策4：個々の果たす役割の明確化と環境の整備 

施策5：地域間連携の推進 

■内閣府で進めているキャンペーンです。
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,836 6,836

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

6,376 6,376

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

90 90

【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,494 1,494

1 指定管理者の導入 総務課

【事業概要・目的】

　これまで以上に高度化・多様化する市民ニーズに的確に対
応するため、民間のノウハウの活用や、民間活力の導入を進
め、効率的で質の高い行政サービスを提供します。

事業費
財源内訳

政策１　健全行政運営のまち

1 水道事業経営戦略の策定 上下水道課

　公営企業が安定した経営を行う上で、中長期的視点に立っ
た投資や財政計画が求められております。
　平成2９年度は、水道事業及び簡易水道事業の経営戦略を
策定します。

事業費

【事業概要・目的】 【水道事業会計・簡易水道事業特別会計】

政策１　健全行政運営のまち

Ⅵ　実行します！新しいステージへ　（行財政分野）
政策１　健全な行政運営のまち

2 地方公会計制度の推進 財務課

【事業概要・目的】

　地方公会計について、財政の透明性を高め、市民や議会等に
対する説明責任をより適切に図るため、統一的な基準に基づ
いた財務諸表を作成します。
　平成29年度は、統一的な基準に基づく財務諸表を作成し、
市のHP等で公表します。

事業費

1 会議のペーパーレス化推進 企画課

【事業概要・目的】

　自席での利用に加えて持ち運ぶことができるハイブリッド
端末等を導入し、会議等における印刷資料等を削減するペー
パーレス化を推進する。
　平成２９年度は、一部職員のパソコンをハイブリッド端末
に切替え効果等を検証し、全庁的な導入の検討をします。

事業費
財源内訳

施策1：評価・成果に基づく行財政の推進 

施策3：情報化の推進 

施策2：民間活力の導入 

1 都留市宝緑地広場 （株）都留市観光振興公社
2 都留市都留戸沢の森和みの里 芙蓉建設株式会社
3 都留市デイサービスセンター （福）都留市社会福祉協議会
4 都の杜うぐいすホール 財団法人　都留楽友協会　
5 道の駅つる 株式会社　せんねんの里つる

平成29年度　都留市指定管理者の状況
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【新規】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

314 314

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

10,050 3,100 6,950

【継続】 担当部署

国県支出金 地方債 その他 一般財源

1,724 1,724

政策２　質の高い行政サービスが提供されるまち
1 職員のスキルアップと成果の重視 総務課

【事業概要・目的】

　業務に必要な多くのスキルを身に着けられるような、幅広
い職員研修メニューを整備し、職務における成果向上と職員
の質を高めます。
　平成29年度は、前年度に引き続き、各種職員研修や市町村
アカデミー研修、自己啓発研修等を実施します。

事業費
財源内訳

2 本庁・いきいきプラザ連絡用タブレット導入 企画課

【事業概要・目的】

　いきいきプラザ都留と本庁に設置されている連絡窓口にお
いて、来庁者の移動負担の軽減及び庁舎間の円滑なコミュニ
ケーションを図ることを目的に、電話による対応が難しい相
談業務の際に使用するタブレット端末を整備します。

事業費
財源内訳

3 社会保障・税番号（マイナンバー）制度運用事業 企画課・市民課

【事業概要・目的】

　平成28年１月から導入されているマイナンバー制度を円滑
に運用するため、システム改修、業務運用の見直し及び独自
利用に向けた対応を行い、市民サービスの向上を図ります。
　平成2９年度は、国及び地方公共団体等の間における情報
連携が行われ、申請者が窓口で提出する書類が省略・簡略化
される見通しとなっています。

事業費
財源内訳

いきいきプラザ都留市民課 （  連絡窓口  ）

来庁者の相談内容 

対応方法の指示 

施策1：職員のスキルアップと成果の重視 

■市役所で実施している職員研修の様子
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